
「児童福祉法及び児童虐待の防止等に関する法律の一部を改正する法律」 

の施行に伴う児童福祉法改正による岡山県社会福祉審議会運営規程改正案       

 

 標記法律の施行（平成３０年４月２日施行）に伴い、岡山県社会福祉審議会運営規程 

を改正する。 

 

１ 改正事項 

      別表第２（第４条関係） 

      （専門分科会名） 

          児童福祉専門分科会 

      （分掌事項） 

          削除事項 

          ・２か月を超える親権者等の意に反する一時保護について、継続の是非につ

いて意見を述べること（児童福祉法第３３条第５項） 

 

２ 根拠法令 

 （児童福祉法） 

 第３３条 

 １～４略 

 ５ 前項の規定により引き続き一時保護を行うことが当該児童の親権を行う者又は未

成年後見人の意に反する場合においては、児童相談所長又は都道府県知事が引き続

き一時保護を行おうとするとき、及び引き続き一時保護を行った後二月を超えて引

き続き一時保護を行おうとするときごとに、児童相談所長又は都道府県知事は、家

庭裁判所の承認を得なければならない。ただし、当該児童に係る第２８条第１項第

１号若しくは第２号ただし書の承認の申立て又は当該児童の親権者に係る第３３条

の７の規定による親権喪失若しくは親権停止の審判の請求若しくは当該児童の未成

年後見人に係る第３３条の９の規定による未成年後見人の解任の請求がされている

場合は、この限りではない。 

  ６～１２略 
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岡山県社会福祉審議会運営規程

（趣旨）

第１条 この規程は、岡山県社会福祉審議会条例（平成１４年岡山県条例第１６号。以

下「条例」という ）第６条第５項、第８条第１項及び第５項並びに、第１１条の規。

定により、岡山県社会福祉審議会（以下「審議会」という ）の運営に関し必要な事。

項を定めるものとする。

（補欠の委員の所属）

第２条 補欠の委員は、前任者と同一の専門分科会及び部会に属するものとする。

（専門分科会）

第３条 審議会に、民生委員審査専門分科会及び身体障害者福祉専門分科会のほか児童

福祉専門分科会を置く。

２ 専門分科会の分掌は、別表第１のとおりとする。

３ 条例第５条の規定は、専門分科会及び専門分科会長について準用する。ただし、専

門分科会長が必要と認めるときは、持ち回りの方法により議事及び決議を行うことが

できる。

４ 審議会は、専門分科会（民生委員審査専門分科会を除く ）の決議をもって審議会。

の決議とする。

（部会）

第４条 審議会は、身体障害者福祉専門分科会に審査部会を置くほか、児童福祉専門分

科会に里親部会、児童相談部会及び事例検証部会を置く。

２ 部会の分掌は、別表第２のとおりとする。

３ 条例第５条の規定は、部会及び部会長について準用する。ただし、部会長が必要と

認めるときは、持ち回りの方法により議事及び決議を行うことができる。

４ 審議会は、部会の決議をもって審議会の決議とする。

（庶務）

第５条 審議会の庶務は、保健福祉課において行う。ただし、専門分科会及び部会の庶

務は、次の課において行う。

専門分科会

民生委員審査専門分科会 保健福祉課

身体障害者福祉専門分科会 障害福祉課

児童福祉専門分科会 子ども家庭課

部会

身体障害者福祉専門分科会審査部会 障害福祉課

児童福祉専門分科会里親部会 子ども家庭課

児童福祉専門分科会児童相談部会 子ども家庭課

児童福祉専門分科会事例検証部会 子ども家庭課



（その他）

第６条 この規程に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、委員長が定

める。

附 則

この規程は、平成１４年 ５月２３日から施行する。

附 則

この規程は、平成２０年 ４月 １日から施行する。

附 則

この規程は、平成２１年 ４月 １日から施行する。

附 則

この規程は、平成２２年 ４月 １日から施行する。

附 則

この規程は、平成２４年 ４月２５日から施行する。

附 則

この規定は、平成２５年１０月 ３日から施行する。

附 則

この規定は、平成２７年 ４月２１日から施行する。

附 則

この規定は、平成２９年 ４月２６日から施行する。

附 則

この規定は、平成３１年 ４月２５日から施行する。



別表第１（第３条関係）

専 門 分 科 会 名 分 掌

民生委員審査専門分科会 ・民生委員の推薦に関する知事諮問への答申（民生

委員法第５条第２項）

・民生委員推薦会に対する知事再推薦命令に関する

知事諮問への答申（民生委員法第７条第１項）

・民生委員推薦会の再推薦がない場合の適任者の知

事推薦に関する知事諮問への答申（民生委員法第

７条第２項）

・民生委員の解嘱に関する知事具申への同意（民生

委員法第１１条第２項）

・民生委員の解嘱具申に対する同意審査に係る本人

への通告（民生委員法第１２条第１項）

身体障害者福祉専門分科会 ・身体障害者の福祉に関する知事の諮問に係る答申

又は関係行政機関への意見具申

（身体障害者福祉専門分科会審査部会の分掌を除く。）

（社会福祉法第７条第１項及び第２項関係）

児童福祉専門分科会 ・児童、妊産婦及び知的障害者に関する事項につい

ての調査審議、知事諮問への答申及び関係行政機

関への意見具申（児童福祉法第８条第２項・第４

項）

・児童及び知的障害者の福祉を図るため、芸能、出

版物、がん具、遊戯等を推薦し、又はそれらを製

作し、興行し、若しくは販売する者等に対し、必

（ ）要な勧告をすること 児童福祉法第８条第第７項

・知事が保育所の設置を認可するとき意見を述べる

こと（児童福祉法第３５条第６項）

・設備又は運営が最低基準に達せず、かつ、児童福

祉に著しく有害であると認められる児童福祉施設

の設置者に対し、その事業の停止を知事が命ずる

とき意見を述べること（児童福祉法第４６条第４項）

・無認可児童福祉施設について、その事業の停止又

は施設の閉鎖を知事が命ずるとき意見を述べるこ

と（児童福祉法第５９条第５項）

・児童福祉施設に対し、最低基準を超えて、その設

備及び運営を向上させるよう知事が勧告するとき

意見を述べること （児童福祉施設の設備及び運営

に関する基準第３条）

、・母子家庭の福祉に関する事項についての調査審議

知事諮問への答申及び関係行政機関への意見具申

（母子及び寡婦福祉法第７条）

・母子寡婦福祉資金貸付金の貸付けを県が停止する

とき意見を述べること（母子及び寡婦福祉法施行

令第１３条）

・母子保健に関する事項についての調査審議、知事

諮問への答申及び関係行政機関への意見具申（母

子保健法第７条）



別表第２（第４条関係）

部 会 名 分 掌

身体障害者福祉専門分科会 ・医師の指定に関する知事の諮問に係る答申（身体

審査部会 障害者福祉法第１５条第２項）

・医師指定の取消しに関する知事の諮問に係る答申

（身体障害者福祉法施行令第３条第３項）

・障害程度非該当認定に関する知事の諮問に係る答

申（身体障害者福祉法施行令第５条第１項）

・障害認定に関する知事の諮問に係る答申（身体障

害者福祉法第１５条第４項関係）

・自立支援医療を担当する医療機関の指定、指定の

辞退又は指定の取消しに関する知事の諮問に係る

答申（障害者自立支援法第５９条、第６５条、第

６８条関係）

・知事の指定を受けた自立支援医療等を担当する医

療機関の医療の種類の変更承認に関する知事の諮

問に係る答申（障害者自立支援法第６４条関係）

・特別障害者手当等の障害認定に関する知事の諮問

に係る答申（特別児童扶養手当等の支給に関する

法律第１９条関係）

児童福祉専門分科会 ・知事が里親の認定をするとき意見を述べること 児（

里親部会 童福祉法施行令第２９条）

児童福祉専門分科会 ・児童の措置等に関して報告を受け、知事に意見を

児童相談部会 述べること（児童福祉法第２７条第６項 （児童）

虐待の防止等に関する法律第１３条の４）

児童福祉専門分科会 ・児童虐待を受けた児童がその心身に著しく重大な

事例検証部会 被害を受けた事例の分析・検証を行い、知事に報

告すること（児童虐待の防止等に関する法律第４

条第５項）

・被措置児童等虐待に関する届出を受理し、知事に

通知すること（児童福祉法第３３条の１２第１項

・第３項、第３３条の１５第１項）

・知事から被措置児童等虐待に関する報告を受け、

意見を述べること。また、必要に応じ調査を行う

こと（児童福祉法第３３条の１５第２～４項）



児
童

福
祉

法
及

び
児

童
虐

待
の

防
止

等
に

関
す

る
法

律
の

一
部

を
改

正
す

る
法

律
（

平
成

29
年

法
律

第
6
9
号

）
の

概
要

改
正

の
趣

旨

虐
待
を
受
け
て
い
る
児

童
等
の
保

護
を
図

る
た
め
、
里

親
委
託

・
施

設
入

所
の
措

置
の

承
認
の

申
立

て
が

あ
っ
た
場

合
に
、
家

庭
裁
判
所
が
都

道
府
県
に
対
し
て
保
護
者
指
導
を
勧
告
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
す
る
等
、
児
童
等
の
保
護
に
つ
い
て
の
司
法
関

与
を
強
化
す
る
等
の
措
置
を
講
ず
る
。

改
正

の
概

要

１
．
虐
待
を
受
け
て
い
る
児
童
等
の
保
護
者
に
対
す
る
指
導
へ
の
司
法
関
与
（
児
童
福
祉
法
）

①
里

親
委

託
・
施

設
入

所
の

措
置

の
承

認
（
児

童
福

祉
法

第
2
8条

）の
申

立
て
が

あ
っ
た
場

合
に
、
家

庭
裁

判
所

が
都

道
府

県
に
対

し
て
保

護
者

指
導

を
勧

告
す
る
こ
と
が

で
き
る
こ
と
と
し
、
都

道
府

県
は

、
当

該
保

護
者

指
導

の
結

果
を
家

庭
裁

判
所

に
報

告
す
る
こ
と
と
す
る
。

②
①

の
勧

告
を
行

い
、
却

下
の

審
判

を
す
る
場

合
（在

宅
で
の

養
育

）
に
お
い
て
も
、
家

庭
裁

判
所

が
都

道
府

県
に
対

し
て
当

該
保

護
者

指
導

を

勧
告

す
る
こ
と
が

で
き
る
こ
と
と
す
る
。

③
①

及
び
②

の
場

合
に
お
い
て
、
家

庭
裁

判
所

は
、
勧

告
し
た
旨

を
保

護
者

に
通

知
す
る
こ
と
と
す
る
。

２
．
家
庭
裁
判
所
に
よ
る
一
時
保
護
の
審
査
の
導
入
（
児
童
福
祉
法
）

○
児

童
相

談
所

長
等

が
行

う
一

時
保

護
に
つ
い
て
、
親

権
者

等
の

意
に
反

し
て
２
ヶ
月

を
超

え
て
行

う
場

合
に
は

、
家

庭
裁

判
所

の
承

認
を
得

な

け
れ

ば
な
ら
な
い
こ
と
と
す
る
。

３
．
接
近
禁
止
命
令
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
場
合
の
拡
大
（
児
童
虐
待
の
防
止
等
に
関
す
る
法
律
）

○
接

近
禁

止
命

令
に
つ
い
て
、
現

行
で
は

、
親

権
者

等
の

意
に
反

し
て
施

設
入

所
等

の
措

置
が

採
ら
れ

て
い
る
場

合
に
の

み
行

う
こ
と
が

で
き
る

が
、
一

時
保

護
や

同
意

の
も
と
で
の

施
設

入
所

等
の

措
置

の
場

合
に
も
行

う
こ
と
が

で
き
る
こ
と
と
す
る
。

４
．
そ
の
他
所
要
の
規
定
の
整
備

公
布

の
日

か
ら
起

算
し
て
１
年

を
超

え
な
い
範

囲
内

に
お
い
て
政

令
で
定

め
る
日

施
行

期
日

※
昨

年
の

「
児

童
福

祉
法

等
の

一
部

を
改

正
す
る
法

律
」
（平

成
2
8
年

法
律

第
6
3号

）の
附

則
に
お
い
て
、
施

行
後

速
や

か
に

裁
判

所
の

関
与

の
在

り
方

に
つ
い
て
検

討
を
加

え
、
そ
の

結
果

に
基

づ
い
て
必

要
な
措

置
を
講

ず
る
も
の

と
す
る
と
さ
れ

て
い
る
。（
平

成
29

年
６
月

1
4
日

成
立

・
６
月

2
1
日

公
布

）

－115－
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家
庭
裁

判
所

に
よ
る

一
時

保
護

の
審

査
の

導
入

【
児
童
福
祉
法
】

〇
一
時
保
護
は
、
親
権
者
等
の
意
に
反
し
て
も
行
政
の
判
断
で
行
う
こ
と
が
で
き
る
が
、
手
続
の
適
正
性
を
一
層
担
保
す
る

観
点
か
ら
司
法
関
与
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

〇
本
来
暫
定
的
な
措
置
（
原
則
２
ヶ
月
）で

あ
る
一
時
保
護
が
長
期
化
し
て
い
る
場
合
が
み
ら
れ
る
。

課 題

○
児
童
相
談
所
長
等
が
行
う
一
時
保
護
に
つ
い
て
、
親
権
者
等
の
意
に
反
し
て
２
ヶ
月
を
超
え
て
行
う
場
合
に
は
、
家
庭
裁
判

所
の
承
認
を
得
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
と
す
る
。

改
正

法
に

よ
る

対
応

改
正
案

現
行

○
一

時
保

護
の

期
間

は
、
原

則
と
し
て
、
一

時
保

護
を
開

始
し
た
日

か
ら
２
ヶ
月

を
超

え
て
は

な
ら
な
い
。

○
親

権
者

等
の

意
に
反

し
て
２
ヶ
月

を
超

え
て
一

時
保

護
を
行

う
場

合
に
は

、
家

庭
裁

判
所

の
承

認
を
得

な
け
れ

ば
な
ら
な
い
。

○
一

時
保

護
の

期
間

は
、
原

則
と
し
て
、
一

時
保

護
を
開

始
し
た
日

か
ら
２
ヶ
月

を
超

え
て
は

な
ら
な
い
。

○
親

権
者

等
の

意
に
反

し
て
２
ヶ
月

を
超

え
て
一

時
保

護
を
行

う
場

合
に
は

、
都

道
府

県
児

童
福

祉
審

議
会

の
意

見
を
聴

か
な
け
れ

ば
な
ら

な
い
。

＜
例

外
＞

○
親

子
関

係
に
関

す
る
よ
り
重

大
な
判

断
を
既

に
司

法
に
委

ね
て
い
る
場

合
（
施

設
入

所
等

の
申

立
て
、
親

権
喪

失
の

請
求

、
親

権
停

止
の

請
求

等
を
行

っ
て
い
る
場

合
）
は

、
家

庭
裁

判
所

の
承

認
を
必

要
と
し
な
い
。

○
２
ヶ
月

経
過

前
に
申

立
て
を
行

っ
て
い
る
が

、
家

庭
裁

判
所

の
審

判
が

ま
だ
確

定
し
て
い
な
い
場

合
で
、
や

む
を
得

な
い
事

情
が

あ
る
場

合
（
即

時
抗

告
が

行
わ

れ
た
場

合
等

）
は

、
引

き
続

き
一

時
保

護
が

で
き
る
。

開
始

時
２
ヵ
月

経
過

時

総
数

3
0
2
97

3
6
1
2

同
意

あ
り

2
3
8
11

3
1
4
4

同
意

な
し

6
4
86

4
6
8

※
全

国
の

児
童

相
談

所
（
2
0
9
か

所
）に

対
し
実
施

し
た
調

査
の

結
果

平
成

28
年

4月
1
日

か
ら
7
月

末
ま
で
の

4
ヶ
月

間
に
一

時
保

護
が

終
了

し
た
ケ
ー
ス
を
対

象
に
調

査

○
一

時
保

護
の

期
間

別
件

数
（年

間
換

算
、
推

計
値

）【
単

位
：件

】
（
参

考
１
）

・施
設

入
所

等
の

承
認

（
児

童
福

祉
法

第
2
8
条

）
の

申
立

て
の

件
数

年
間

2
7
7
件

（
H
2
7
福

祉
行

政
報

告
例

）

（
参

考
２
）

・児
童

相
談

所
の

設
置

数
（
平

成
2
8
年

1
0
月

１
日

現
在

）
全

国
2
1
0
か

所

・家
庭

裁
判

所
の

設
置

数
（
平

成
2
8
年

７
月

１
日

現
在

）
全

国
2
5
3
か

所
（
本

庁
5
0
か

所
、
支

部
2
0
3
か

所
）
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